
 

 

 
  

 

 

公益財団法人アパ日本再興財団主催となる第二回アパ日本再興大賞候補作品並びに、第十
二回「真の近現代史観」懸賞論文を、平成 3１年 4 月 1 日より募集し、外交評論家 加瀬英明氏を
審査委員長として、東京大学名誉教授 伊藤隆氏、東京大学名誉教授 小堀桂一郎氏、報知新
聞社前会長 小松﨑和夫氏、衆議院議員 今村雅弘氏と共に、慎重に審査を進めた結果、この度、
最優秀藤誠志賞を含む１2 人の受賞者並びに、アパ日本再興大賞ノミネート作品 3 作品が決定い
たしました。 

 

 

■■■「真の近現代史観」懸賞論文 受賞者■■■(敬称略)    

     
 

最優秀藤誠志賞 (懸賞金 500 万円及び全国ホテル巡りご招待券)(1 年間有効)※ 

村島 定行       鹿児島大学 名誉教授・日本会議鹿児島 会長 

「平成日本は精神的に独立していなかったために没落した」  
 

 

優秀賞（社会人部門）（懸賞金 50 万円及び全国ホテル巡りご招待券）(1 年間有効)※ 

小川 榮太郎      文藝評論家  
「令和日本――國體が耀く時代をどう作るか」 

 
 

優秀賞（学生部門）（懸賞金 50 万円及び全国ホテル巡りご招待券）(1 年間有効)※ 

該当者なし 
 

 

佳 作（懸賞金 20 万円及びホテル無料宿泊券）※お名前 50 音順 

※日本全国の指定ホテルに各 1 泊ずつお泊りいただけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人アパ日本再興財団主催  

第十二回「真の近現代史観」懸賞論文受賞者発表 

最優秀藤誠志賞を村島定行氏が受賞！ 

並びに、第二回アパ日本再興大賞ノミネート作品発表 

 

青柳 武彦 学術博士 

奥本 康大 一般社団法人 空の神兵慰霊顕彰碑護持会 代表理事 

加藤 健 アジア調査機構 代表 

清水 裕介 アパグループ 首都圏 CM 事業部 

高橋 富代 尾崎行雄記念財団・咢堂塾運営委員／元下田市議会議員 

 田中 稔 研究者 

知念 章 グッドニュース沖縄 編集長 

中村 敏幸 近現代史研究家 

松木 國俊 朝鮮近現代史研究所 所長 

山下 英次 大阪市立大学名誉教授・経済学博士／国際歴史論戦研究所（iRICH）所長 

令和元年 10 月 3 日 



 

 

 

■■■アパ日本再興大賞ノミネート作品■■■ (敬称略 ※お名前 50 音順)    

   

・阿羅健一・杉原誠四郎著 （自由社）  

『対談・吉田茂という反省  

憲法改正をしても、吉田茂の反省がなければ何も変わらない』 

 

・木佐芳男著 （幻冬舎）  

『「反日」という病 GHQ・メディアによる日本人洗脳を解く』 

 

・茂木弘道著 （ハート出版）   

『大東亜戦争 日本は「勝利の方程式」を持っていた！』 
 

 

アパ日本再興大賞は、10 月下旬に開催されます審査委員会において、ノミネート作品の中から受賞

作品１作品が決定されます。 

また、懸賞論文につきましては、今回の受賞作品をまとめた作品集を出版することも決定しており、

最優秀藤誠志賞については英訳し、広く世界へ向けて発信していきます。 

 

さらに、令和元年 12 月 6 日（金）に明治記念館において、14 時 30 分より表彰式、15 時 30 分より受

賞記念講演会、17 時より受賞記念パーティーを執り行います。お問い合わせは下記までメールにてお

問い合わせください。  

 

   ■お問い合わせ先 

 

 
公益財団法人アパ日本再興財団 懸賞論文事務局  

住所：東京都港区赤坂 3-2-3  

TEL：03-5570-2113  FAX：03-5570-2138 

E-Mail：apazaidan@apa.co.jp URL：www.apa.co.jp 
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 平成日本は精神的に独立していなかったために没落した。 

 

          鹿児島大学 名誉教授、日本会議鹿児島 会長  村島 定行 

 

１ あらまし   

 1995 年から 2015 年の間に日本経済は世界の 17％から世界の 6％に縮小した。この平成

期間における日本の大没落は朝鮮、台湾、樺太及び満州を失った大東亜戦争における敗北

に匹敵する。この平成の大没落の原因について、占領軍或いは占領軍のおかげで日本の主

流となった敗戦利得者達によって吹き込まれた日本人の自虐性によることを論証する。現

在日本では平成の停滞は大没落或いは大失敗と意識されていない。このような停滞を当然

のこと、仕方のないこと、挽回できないこと或いはアベノミクスはうまくいっていると思

うことが戦後、我々に埋め込まれた日本人の自虐性、独立心の欠如がもたらしたものであ

る。日本には有り余るお金がある。そのことを見ずに、日本は何もできないと思い込んで

没落していったのだ（文献１）。早急に精神的な独立を達成し、公平に、自由にものを観

れるようにならなければならない。それが日本国を世界の指導的な国家として再生させる

ために必要である。 

 

２ 経済的な成功の後にやってきた反日プロパガンダの嵐 

 

 大東亜戦争の敗北以来日本はすぐに国家の再建に取り掛かった。1955 年の経済白書で

は「もはや戦後ではない」という副題がついたが戦前の GDP の最高値を敗戦後 10 年目に

凌駕したことを表現したものである。岸信介首相が行った安保改定とその後に首相になっ

た池田勇人による所得倍増計画の提唱は日本の独立と心の再建を後回しにし、経済問題に

専念することを決定したという意味で転換点であった。そのお陰で順調に経済の再建は進

み、昭和が終わる 1989 年頃には米国に次ぎ、米国を脅かす経済大国（文献２）になって

いた。 

 この頃、一人当たりの GDP は共産中国の 100 倍、米国との軍拡戦争に耐えられなかっ

たソ連の一人当たりの GDP の１０倍であった。日本の GDP は米国の６割にあたり、一人

当たりの GDP は米国の 1.3 倍であった。東西の冷戦に勝利した米国は日本の経済力にたじ

たじとなっており、米国が勝ったというより、軍事的に米国に守られている日本だけが勝

利した感があった。 

 日本国憲法の戦争放棄、交戦権放棄の規定は日本国は滅んでもいいという規定である。

つまり日本国第一ではなく、周辺の諸国の利益が最優先なのである。これは敗戦の罰とし

て押し付けられた。トランプ大統領が米国第一といい、小池百合子知事も都民ファースト

と言っているが日本国を第一にするという規定は本来どの憲法にも備わっていなければな

らないものである。日本は経済的な復興を果たしたが精神的な復興（憲法９条を改正して

罰から免れること）は放置されたままであった。 

 地価の一貫した値上がりから予想されていたバブルの崩壊は平成に入ってすぐやってき

た。借金をしてでも土地を買っておけば損をしないという考えが背景にあるがどこかで土

地の値上がりは止まる。借金して買った土地の値下がりで返済不能の借金を抱え込んだ者

第十二回「真の近現代史観」懸賞論文 

最優秀藤誠志賞 受賞 



 

 

が大量に発生したのだ。日本では初めての経験でどうすればいいか誰もわかっていなかっ

た。有名高を出て東大、京大、一橋などを比較的いい成績で卒業した官僚が多い。いわゆ

る受験秀才で正解のわかっているものは解答できるが正解のわからないものについては回

答できないというのが相場である。 

 日本の経済的な復興が目立ってきた頃から、経済的に際立って豊かで国民の自由度も申

し分のない日本に対して「世界最大の犯罪国家」や「世界最大の借金国家」というプロパ

ンダが行われるようになった。日本国の発展を望まない勢力からみれば、経済の実績や国

民の自由度では何も言えないが日本を攻撃できる材料があればそれを利用しない手はない

というわけだ。 

 こういうプロパガンダに日本の官僚はまともに対応できない。慰安婦問題や南京大虐殺

については「日本政府は既に謝っている」とか「南京で虐殺があったことは否定できな

い」としか言わない。これでは簡単に濡れ衣を着せられてしまう。いつまでもこの種の問

題が終わらないのは日本政府の真実を言うことさえ出来ないほどの弱い姿勢にある。弱い

姿勢は憲法９条からきている面がある。日本には交戦権がない。つまりまだ服役中の罪人

だと意識すれば強く出れない。強制連行を頭から否定すると「交戦権がないのに歯向かう

のか」と睨まれて口をつぐんでしまう。経済問題についても「日本政府は膨大な額の公的

債務があり、実質的に破綻している」と攻撃されると強く反論する者がいない。当然緊縮

財政が必要ということになるが正解は「公的債務は日本人がこれだけ政府に貸せるほど豊

かであることを意味している。1000 兆円の公的債務は財政の破綻の象徴ではなく、日本

人の豊かさの象徴」なのだ。当然のことながら「デフレギャップを埋める大規模な財政出

動」が必要であった（文献２）のに、プロパガンダに誘導されて日本政府は「基礎的財政

収支の均衡をとる」という需要圧殺政策を続けた。 

 

３ 平成の大没落の原因は「お金の使い方が少なかった」こと 

 

 どうしていいかわからないときに官僚がやることは批判に対して反論することではなく

取り敢えず誠意を持って対応することだ。次の年には前年の対応を続けることだ。政策を

変えることは前年の担当者を否定することで官僚としてやってはいけない。前年通りであ

れば複数年続けられているという意味で政策の確からしさを増すことができる。つまり

「官僚がいつも目標として採用しているのは正しい目標だからなのだろう」と周囲に思わ

せるのが狙いである。前世紀末から続けられている基礎的財政収支の均衡をとるという目

標は最初 2000 年に達成することになっていた。目標年度が近づくと達成できないとして

目標年度を延期することが繰り返されて現在では 2027 年に達成するということになって

いる。2027 年にも達成できるという見通しはない。いつまでも達成できない目標は間違

った目標である。30 年間物価上昇率が 2％に達したことがないということは「その間、日

本はお金の使い方が少ない状態が続いた」ことを意味する。十分すぎる注文があれば経済

は活性化し、インフレになる。30 年間デフレであったことは日本経済がその生産力に見

合うだけの十分な注文を受けたことがなかったことを意味する。その元凶は 30 年間採用

し続けた「基礎的財政収支の均衡」策だ。この政策によりお金の使い方を常に抑え続けた

結果日本はデフレが 30 年続いたのだ。歴史的には基礎的な財政収支の均衡はとれないの

が普通である。バブルの絶頂であった 1989 年だけは例外で歳出より多くの税収があっ

た。この年、政府は全国の地方自治体にふるさと創生資金として１億円ずつ配っている。

達成不可能に近い基礎的財政収支の均衡を目標にしたのは日本の需要を圧殺したいという

意思が働いていたのではないかと思えてくる。2012 年に安倍内閣になって異次元金融緩

和を実施し年間 80 兆円を刷って市場に流すようになったがデフレ脱却は実現しなかっ

た。お札を刷るというのは金融緩和（アクセル）であるが基礎的財政収支の均衡をとると



 

 

いう（ブレーキ）政策をとり続けたため、お金の使い方は抑制されたままだった。使われ

ないお金は米国などへ流れ円安を引き起こした。「膨大な公的債務があり実質的に破綻し

ている」というガセネタを真に受け、「基礎的財政収支の均衡をとる」という誤った政策

を最初にとった官僚を次代の以降の官僚が引き継いだために、デフレが続き、平成の大没

落を引き起こした。30 年間お金の使い方が少なすぎたということは日本がどの程度の経

済力を持っているかという問題で常に小さい、低い評価をし続けたことを意味する。目標

が低すぎたことは日本経済に対する自己評価が常に低かった（つまり自虐的であった）と

いうことだ。日本は米国の６割の GDP を持つ経済大国にふさわしいお金の使い方をしな

かったのだ。「日本は借金国だ。金を使ってはいけない」ではなく「日本は世界一の金持

ちだ。それにふさわしい予算を組まなければならない」が正しかったのだ。全ての日本人

の収入の総和が国内総生産 GDP である。これは全ての日本人の使ったお金の総和に等し

い。お金を使ってはいけないと考えた結果、日本人の収入は全く増えなくなった。世界は

平均として 2％のインフレであったから成長しない日本は相対的な意味で急速に貧困化し

て行った。 

 お金の使い方が少なければお金が余るのは当然である。「お金の使い方が少なかった」

ことの別証としてどこにお金が余っているかを示そう。平成 30 年の末には日本の対外純

資産は 400 兆円を超えている。外国に作った工場や外国に貸したお金に関する純資産であ

り、世界一の額だ。昨年度の大企業の内部留保の総額は 450 兆円だ。2012 年の安倍内閣登

場以来、異次元の金融緩和として年間 80 兆円の日銀券を刷らせている。その総額は 450

兆円に達する。この３部門の合計は 1300 兆円だ。これは国民のために使おうと思えば使

えるのに使ってこなかったものだ。1300 兆円のお金を余らせながら日本の財政当局はわ

ずか数兆円の税収が必要として消費税を 10％へ挙げようとしている。気違い沙汰としか

言いようがない。日本国が未だ閉ざされた言語空間（文献３）に生きていることを示して

いる。 

 

４ 日本が精神的に独立すればデフレ脱却ができる 

 

 サッカーの試合などで重要なことは勝つつもりになることだ。勝とうと思わなければ勝

てない。核兵器も作る気になれば１ヶ月でできるとしても作る気にならなければ作れない

のと同じだ。靖国参拝の問題にしても参拝に何の問題もないと内心で論証するだけではだ

めだ。例大祭の際に欠かさず真榊を奉納したとしても実際に参拝しなければ参拝は不可で

あることを自ら認めたと同じである。例えば尖閣諸島の領有権を中国が主張しているので

尖閣諸島を守り切れるかどうか心配になる。相手は 10 倍の人口を持っていると怖気づけ

ば守れなくなるが、「必ず守る」と決めれば守る方法が見つかる。日本国憲法の改正につ

いては「変えなければならないし，変える事ができる」と考える政治家が安倍晋三首相以

外にいなくて、これまで手付かずで放置されてきた。持てないとされていた軍隊について

は米軍が朝鮮半島に出払った際に国内の治安が守れないことがないようにという意味で警

察予備隊から保安隊さらには自衛隊という形で実現した。しかしながら自衛隊には必要最

小限度の武力だという自己を否定する制限がついている。日本国が守れなくても構わない

ということになっているのだ。自国第一でない憲法は日本に大きな災厄をもたらしている

と言える。 

 戦後の日本の特徴は自国第一の与党と周辺国第一の野党に別れて折り合いが難しいこと

である。憲法９条を廃棄し交戦権を持ち軍隊を持つことが自国第一の原則である。自己の

存続のために戦う軍隊を持つということだ。自国第一の原則が明確でないと日本だけが経

済的に縮小して行く、少子化が止まらないという現実にも反発することが難しくなる。30

年間デフレが続いている、子供が減り続けているという現実にも自国第一でない憲法のも



 

 

とでは「一大事だ。何とかしなければならない」という発想が出てこない。日本の官僚に

は日本国憲法を遵守する義務があるのだ。財政法第５条では国債の日銀直接引受を禁じて

いる。日銀直接引受を禁じているのはインフレを避けるためだがデフレ脱却が必要な現時

点の日本では日銀直接引受は禁じ手ではなく推奨手になる。この常識的な考えが日本の官

僚にとってはとんでもない手法と見えるのである。例えば 40 兆円を調達する必要がある

場合に何の苦もなく瞬時に調達できる日銀券増刷に頼らないで、延々数十年かかる消費税

30％（40 兆円増収に相当）への増税の道を選ぶのである。禁じ手と言われていた手法に

手を染めるのは官僚として汚点になり避けなければならないものと見える。 

 日本の GDP が米国の６割もあった頃、例えば防衛費を GDP の 3％に増やしたとする。

そうすると防衛生産が内需において大きな部分を占めるようになり、デフレに陥りにく

く、なったであろう。米国とともに世界平和を維持する役を任されたかもしれない。デフ

レとは仕事をしないという病気だ。大国になりながら大国としての仕事をしない日本がデ

フレに陥るのは当然の報いとも言える。精神面の復興ができていないために米国の半分以

上の経済力を持つ経済大国になっても、経済力を政治的に生かそうという発想が生まれな

かった。敗戦で植え付けられた自虐性や消極性のため、軍事大国、科学技術大国への転換

など思いもよらなかった。その他にも順調に成長を続けられる方法はあったはずだ。日本

は借金国だ。日本はまだ再建中だ。失敗は許されない。など様々な自己抑制が働いて、借

金国という口実のもと何もせず、長期のデフレになったのである。デフレとは金を使わな

いこと、つまり何もしないことだ。何かをする（＝つまり自分を守る）ことは憲法９条が

禁じていると考えているかのようだ。 

 

５ 誰しも自己正当化のために噓を言い、悪口をいう。真面目に対応せず、自分の長所を

誇れば良い。 

 

 大東亜戦争の勝者の米国は自国の犯罪を棚に上げて日本をさばいた。戦争中から考えて

いた罪悪感を植え付ける計画（ウオーギルトインフォーメーションプログラム）を絶対的

な占領軍の立場を利用して実施した。 検閲を行い、その事実を隠していた。中国は共産

党政権の正当性を裏付けるために日本を邪悪な侵略者と描き、朝鮮は遅れた国であった過

去の歴史を消すために日本を戦争犯罪を犯した国と宣伝し、自国民に教育した。日本の左

翼政党は「無謀な侵略戦争をし、その責任を曖昧にしている」として旧指導層を攻撃し

た。そうすることが現実に与党攻撃になり党勢拡張に有利になるのだ。教育勅語は国会で

無効宣言がされたままであり、神道や仏教については教えられず、道徳教育については骨

抜にされた。慰安婦問題や靖国神社問題で周辺国を第一とする中韓および野党などの攻撃

にさらされ、有効な反撃をできないまま、後退させられ続けた。1992 年に宮沢喜一首相

の韓国訪問の前に朝日新聞に軍が関与していた証拠が見つかったと報じられた後、宮澤首

相は盧泰愚大統領との会談で８回も謝罪と反省を繰り返した。日本のメディアが嘘の報道

で首相を脅迫し、首相が簡単に躍らされ、謝罪してしまう。中曽根首相は「中国人民の心

を傷つけた」と脅されて自分の任期中だけは靖国神社を参拝しないと約束してしまう。何

の問題もなかったものが、左翼により火が付けられ、問題化していったことを忘れてはな

らない。基本的な価値観が相違しているとして突き放して考えることも必要になる。 

 昨年の草間洋一氏の論文（文献４）にもあるように日本国は現代だけでなく近世におい

ても経済大国、文化大国であった事が明らかになっている。また現在においても OECD

による各国の成人力調査（文献５）で日本人が断トツですぐれた能力を持っている事が注

目を集めている。日本に他国に卓越しているところがあるとすればそれは日本人だけが持

つソフトウエア（＝漢字仮名混じり文）の影響ではないだろうか。我々は常に「これはど

う読むのですか？」とか「これはどう書くのですか？」という問いを発する。漢字仮名混



 

 

じり文は死ぬまで勉強しなければならない難しい言語である。日本語を使いこなせればそ

れだけで賢くなれる。日本人及び日本語はそういう存在ではなかろうか。戦国時代に日本

に来た宣教師たちは日本の識字率が世界一であると書いている。日本語は難しい言語と言

われるが覚えやすく、使いやすく、高機能であることを示しているのだろう。こういう言

語を持つ日本人の社会が高度な文化、高い水準の豊かさを示すのは当然であろう。 

 

６ 謀略、陰謀が渦まき、スパイが暗躍する日本 

 

 鄧小平の時代に中国は「日本はなぜうまくいっているのか」というテーマで日本の高度

成長について研究したはずだ。結論として「道路、新幹線、車などを作る事が経済成長

だ。ものを作る事が国民の所得を増やす」という原理を把握したのではなかろうか。その

ための環境づくりとして改革・開放政策が推進された。諸外国と良好な関係を保つことが

順調な技術移転と資本導入に欠かせない。日本が経済的には圧倒的であったとして賞賛ば

かりしてるわけにはいかない。自分たちの立場を強めるため、日本は「世界最大の犯罪国

家」と同時に「世界最大の借金国」というデマが流された。中国では天安門事件の後、江

沢民によって反日教育が始まり、子供達は「日本に侵略され辱めを受けたことを忘れる

な」という言葉が反復、暗唱させられた。憎むべきは中国共産党ではなく日本軍国主義で

あるという教育がなされた。その中心テーマであった南京大虐殺については明瞭な証拠が

ないことを知った中国共産党は南京大虐殺の証拠の捏造を始めた。1997 年にアイリスチ

ャン著「レイプオブ南京」という本が米国で出版されたが中国共産党が捏造資料を用意

し、チャンに書かせて、中国人に買わせてベストセラーに仕立上げたものだ。チャン自身

は 2004 年 36 歳で車の中でピストル自殺しているところが発見された。「本の内容がデタ

ラメだった」ということにチャンが気づいたか何かで殺されたものであろう。さらにジョ

ンラーベの日記（１次資料）を元にまとめられたといわれる資料を元にしたという映画

（３次資料）が作られ、ラーベを南京のシンドラーとしていかにも南京虐殺があった思わ

せるような映画が作られた。このころ明らかになった杉原千畝の事績は中国共産党にとっ

ては都合の悪い話であった。杉原千畝はリトアニアの領事時代にナチスの迫害から逃れて

きたユダヤ人を助けるために政府の発行手続きを簡略化して日本通貨のビザを発給し

5000 人のユダヤ人の命を救ったことで知られる。ユダヤ人を助ける日本外交官の話は北

京政府にとって都合が悪かったのであろう。杉原千畝の話とそっくりの話をでっち上げて

いる。何鳳山は中華民国の外交官でオーストリアのウイーン大使館に勤務しているときに

5000 枚の上海行きのビザを発給して命を救ったというのだ。あまりに杉原千畝の話と似

ている場合はコピーした話と考えてしまう。当時の上海は日本の統治下にあり中華民国が

上海へのビザは発給できなかったはずだ。 

 日本の歴史と伝統は深いものがあるが万世一系の天皇の存在は大きい。そのことを日本

人が誇りに思い、思考、行動全般に落ち着きを与えている事実を快く思わない連中が少な

くない。昔は鎌倉幕府は 1192 年に始まったと覚えていたが最近は源氏が平家を壇ノ浦で

破った年 1985 年に鎌倉幕府は始まったと変えられている。同じように江戸幕府は家康が

征夷大将軍に任ぜられた 1603 年ではなく関ヶ原で徳川方が勝った 1600 年に始まったと変

えられている。いずれも日本の歴史が天皇中心に回っているという事実を否定したい歴史

学者や教育者達がやっている事である。 

 2002 年から 2008 年頃まで実施されたいはゆるゆとり教育は「日本経済の成功と発展は

教育にあり」と見て、その教育を破壊し、学力の低い子供達を大量生産して、日本の発展

を止めたいという狙いで実施された。授業時間を減らし、教える内容を減らし、易しい問

題を多く解かせて正解率をあげ、自信を持たせる。この教育はゆとり教育と名付けられて

いたが、学力が低く、自信のない子供達を大量に作り出す狙いは明白であった。たくさん



 

 

問題を解いてどんな問題でも解けるようになって初めてゆとりは生まれるものだ。円周率

は 3.14 と覚えるのは大変だから３でいいというのを聞いて笑ってしまった。円周率は

3.14165・・・と無限に続くところに面白さがあり、科学や数学への興味が掻き立てられ

る。ゆとり教育は国際的な学力検査で顕著な学力低下が見られた結果、批判され数年で脱

ゆとり教育に転換され、授業時間が 10％増やされた。ゆとり教育がいい例だが日本に悪

をなそうという様々な動きが容易に成功して、公の動きになってしまっている。日本国第

一でない、周辺国を第一と考える内外の諸勢力がさまざまな問題で協力し合っていること

を示している。 

 

７ 日本に追いつきたい、日本の発展を止めたい陣営の作戦 

 

 昭和の終わり頃の日本は光り輝いていた。日本の存在が米国、中国その他に与えた恐怖

心は大きかったと思われる。米国は日本の発展を止めるために BIS（＝国際決済銀行）規

制を持ち出してきて、銀行に自己資金規制 8％を守るよう強制した。銀行は自由に日本の

企業に貸し出しを行えないようになり、貸し剝がしも頻発した。米国がとった日本経済の

成長を遅くするための作戦の一つだ。中国が日本の高度成長を研究して生み出した作戦は

「なんでも作れるものを作り、日本との GDP の差を縮める」ことだった。道路を作り、

橋を作り、住宅を作り、高速道路を作り、ダムを作り、発電所を作る。大学を作り、研究

所を作り、病院を作る。何かを作ればそれが GDP に加算され、国が発展する。支払いは

全面的に中国政府が責任を持つ。大躍進時代の失敗を鑑み、改革開放政策が取られた。留

学生を多く送り出せたことや外国企業が中国に進出してくれたこと、WTO 加盟で世界と

の貿易が増えたこと、さらには米国が気前よくものを買ってくれたことで資金繰りが容易

になった。 

 バブル崩壊を機に日本では「自民党がダムや道路や新幹線を無駄に作っている」という

キャンペーンが行われた。さらに「日本は世界最大の借金国だからお金を使ってはいけな

い。お金を刷ればハイパーインフレになるから刷ってはいけない。財政再建のために基礎

的財政収支の均衡を達成しなければならない。そのためには歳出削減と増税が必要だ」と

いう主張がなされた。これは米国の BIS 規制と同じで「できるだけ日本経済にお金を供給

しない。或いはお金を使わせない」という狙いを持っていることは明らかだ。国内の日本

国を第一としない連中の画策か或いは中国からの指令だった可能性もある。この作戦がう

まくいき、日本は「失われた 20 年」という長期のデフレに陥ってしまった。日本に追い

つきたい、或いは日本の発展を止めたいという反日陣営の作戦が見事に成功したのだ。 

 2012 年に安倍内閣が再登場した時がデフレ脱却が実現する最大のチャンスであった。

日本の発展を望まない者から見れば最大の危機であった。安倍内閣はお札を年間８０兆円

を刷って市場に流し始めたが既発行の国債を購入するに留めたためにデフレ脱却に繋がら

なかった。国債の購入は借金の返済であり、GDP の増大には繋がらないし、税収も増え

ない。増刷した日銀券を財政出動に回して 140 兆円〜150 兆円の大型予算を組んでおれば

大規模な内需拡大が実現し、物価上昇率は容易に 2％に達したはずだ。 

 1995 年から 2015 年の 20 年間の世界主要な国（７５カ国）の経済の名目成長率を示した

データ（文献６）がある。これによると成長率１位はカタールの 20 倍以上である。２位

は中国の 15.14 倍である。世界平均は２.39 倍で日本は最下位の 0.80 倍である。GDP が縮

小したのは日本だけだ。この日本と中国の成長率の際立った対比から中国と日本でこの

間、経済的には全く逆のことが行われたことがわかる。さらに日本経済の成長を止めたの

は中国または中国と非常に近い勢力であることも推定できる。日本がこれほど見事に止め

られたというのは奇跡ではなかろうか。これが成功したのは日本に自国を第一としない、

或いは周辺国を第一とする人々が数多く存在していたからだろう。日本の名誉を傷つけた



 

 

り、不利益を図ったり、技術を盗んだり、日本人を拉致したり、そのネットワークは確実

に存在しており、協力している。 

 近年現代貨幣理論（MMT)が注目を集めるようになった。この中に自国通貨建ての国債

については借金は大きくても構わないというのがある。現代と名付けられているが昔から

知られていたことである。国債の発行が多いとして日本の国債の格付けを下げられたとき

に日本の大蔵省は「自国通貨建ての国債が債務不履行になることはない。債務不履行にな

るとはいかなる場合を想定しているのか」と抗議している。この抗議は全く正当で、大蔵

省の中にも MMT を肯定する考え方があったことを示している。増刷した日銀券を使えば

返済不要にできるから債務増大を恐れず、成長を実現するべき（文献７）であったことに

なる。30 年間とりつづけている基礎的財政収支の均衡が有害で、諸悪の根源であったこ

とになる。日本の官僚、学者、政治家などが独立心に乏しいため、失敗を恐れるあまり、

非難攻撃に対し過剰に対応し、正しい道を踏み外したことを示している。「日本がノーベ

ル経済学賞を受賞する方法」（文献８）で増刷した円で財政出動を実施して日本を成長路

線に乗せ、世界一豊かな日本経済を再生させればノーベル経済学賞は日本に転がり込んで

くると述べた。独立心がなく、自虐心で脳細胞の麻痺した学者達には望むべくもない話

だ。 
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